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閣僚級プロセス始まる
　国際交渉でも、公平性の問題は、透明性と並び交渉
の結果に大きな結果をもたらすものである。本格的な
閣僚級の交渉が３０日から始まり、昼過ぎまでに、大
臣達は今後のハイレベル会合の進め方について、これ
まで事務レベルで行われてきたウィーンプロセスを平
行して続けることに合意した様である。問題は、ヨハ
ネスプロセスと呼ぶ閣僚級で、ウィーンプロセスに影
響を与えうるどれほど実質な議論ができるかにある。
ウィーンプロセスでは、希望する全ての国が議論を傍
聴でき、透明性を確保できるが、ブロック間の公平性
を保つため、発言は公式に認定されたブロック代表の
みとなる。つまり、ＥＵやＧ７７（途上国）からの発
言はそれぞれ一ヶ国のみだが、非公式グループ扱いの
ＪＵＳＣＡＮＺ（日米豪加）など他の国は自由に発言
できる。例えば、ブラジルが持続可能な自然エネルギ
ーの提案をしようとしても、産油国によりＧ７７ブロ
ック内の議論で封じられてしまい、提案を交渉のテー
ブルに載せることはできない。米と産油国は従って、
ウィーンプロセスでの議論継続を支持した。一方、ヨ
ハネスプロセスでは、発言の制約はなく、他の途上国
からもブラジル提案を支持する発言ができる。またＥ
Ｕ１５ヶ国全てが発言することができ、ＪＵＳＣＡＮ
ＺとＥＵとの数の優劣も逆転するのである。すでに多
くの項目で、事務レベルの交渉での議論が出尽くして
いる今、ヨハネスプロセスでの閣僚による大胆な政治
決断が望まれる。
　事務レベルにおける、第九章実施手段での貿易と資
金の交渉が決着を付けつつある中、気候変動、エネル
ギー、衛生（淡水）、リオ原則が閣僚級で今日のホッ
トな議論となっている。午後の閣僚級で、Ｇ７７とＥ
Ｕがリオ原則と先の３分野での目標を載せることに合
意、再生可能エネルギー目標に反対する日米は、それ
を黙認したと言われる。また途上国の地域別目標提案
に加え、ウィーンプロセスの束縛から離れたブラジル
が、ついに２０１０年に地球全体で再生可能な自然エ
ネルギーの供給を１０％とする提案を載せた。途上国
ブロック全体での調整後、翌日の閣僚級で再度取り上
げられることになった模様だ。また日本は、事務レベ
ル非公式で、京都議定書の言及で新しい文章を提案、
米豪のみの反対で再度持ち帰りとなった。一旦は、一
連のパッケージとして合意が成立したようにみえたＥ
ＵとＧ７７だが、夜に入り再開された閣僚級でＥＵが、
共通だが差異ある責任原則に追加の条件を付け、これ
もまたＧ７７が持ち帰り内部で協議することとなった。
明日３１日の朝のＧ７７の内部会議でこれらの宿題が
協議された結果と、日本の議定書に関する次の文面の
提案が次の閣僚級協議の最初の山場となろう。
　閣僚級をどう進めるかのプロセスの話は、政治宣言
草案づくりともからむの日の話題だった。南アフリカ

政府は、独自色ある宣言内容を目指し各国と非公式な
協議を続ける一方、米国は現在交渉中の世界実施文書
で合意された内容を越えるものには難色を示しており、
３０日午後に南アが用意していた草案の公式提案も米
によりブロックされた模様である。首脳陣の到着を前
に、残る課題の中から実施文書にどれほど実効のある
行動計画を盛り込むことができるか、このサミットの
行方は依然不透明なままである。

　多国間環境協定（ＭＥＡ）に関しては、パラグラフ
２０にＷＴＯルールがＭＥＡより扱いが上であるとい
う文言が入れられた。ＥＵはＭＥＡに関する交渉はＷ
ＴＯのプロセスで行われるこを主張した。多くのＮＧ
Ｏは現状の方向転換を求め、貿易規定が環境協定を支
配することのないよう呼びかけている。
　持続可能性影響評価とリオ原則を貿易協定に盛り込
むことに関しては、Ｇ７７はこれ以上の進展に反対し
た。市場アクセスの交渉は依然として難航している。
現在の文書では、すべての貿易補助金を外し、対象分
野として、地域経済の発展、持続可能性、環境保護に
関する研究の促進を含んでいる。
　２９日の夜、ＥＵは、リオ原則、淡水、衛生、エネ
ルギー、消費・製造パターンに関する１０年計画、貿
易と資金に関して、閣僚級で協議を行うことを提案し、
交渉をストップさせた。
　持続可能な開発について話し合うはずのサミットは、
急速にＷＴＯ交渉の場と化している。現在の文書には
ＷＴＯに関する２００ほどの言及があり、グローバル
化に関する文言はドーハテキストから外されている。
　現在ヨハネスブルグサミットに出席している国々の
中で、１８国がＷＴＯ加盟国ではない。昨日２９日に
は、トリニダード・トバゴの政府関係者が述べたとこ
ろでは、同国はＷＴＯ加盟国ではないので、ドーハ宣
言に含まれることであろうがなかろうが交渉したいこ
とはあるということである。そうできず、ＷＴＯ規約
に関するパラグラフに翻弄されているということは、
すでにＷＴＯの中に取り込まれたも同然だ。ヨハネス
ブルグサミットはＷＴＯルールを話し合う場なのであ
ろうか？

分野別交渉アップデート
貿易


